
Ⅰ　訪問看護事業者の概要

Ⅱ　事業所の概要
　（１）事業所の所在地等

　（２）事業の目的と運営の方針

　　　　訪問看護重要事項説明書
　　　　　(介護保険）

株式会社ルソナ

代表取締役　山口　訓弘

659-0063  兵庫県芦屋市宮川町１－１８

通常の事業の実施地域

運営の方針

2861090195

所在地

（住所）

ルソナ訪問看護ステーション

0797-20-7286

管理者

0797-20-7800

事業所名称

事業の目的

介護保険事業所番号

良川　育余

芦屋市（奥池除く）・神戸市（東灘区）・西宮市（山口町除く）

0797-20-7285

659-0063  兵庫県芦屋市宮川町１－１８

0797-20-7286

平成28年7月21日

（FAX）

（FAX）

所在地

（住所）

要介護又は要支援状態にある利用者が、その有する能力
に応じ、可能な限り 居宅において自立した日常生活を営む
ことができるよう、生活の質の確保及 び向上を図るととも
に、安心して日常生活を過ごすことができるよう、居宅 サー
ビス又は介護予防サービスを提供することを目的とします。

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介
護保険法その他 関係法令及びこの契約の定めに基づき、
関係する市町村や事業者、地域の 保健・医療・福祉サービ
ス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要介護 状態の軽
減や悪化の防止、もしくは要介護状態となることの予防のた
め、 適切なサービスの提供に努めます。

(電話）

法人名称

設立年月日

(電話）

サービスの種類 (介護予防）訪問看護事業

代表者
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　（３）事業所の職員体制

職

　　必要な管理を行います。

　　指導及び管理を行います。

　　います。

３． 利用者へ訪問看護計画を交付します。

４．訪問看護の実施状況の把握及び訪問看護計画の変更を
行います。

者と連携を図ります。

１．訪問看護計画に基づき、指定訪問看護のサービスを

提供します 4 名

２．訪問看護の提供に当たっては適切な技術をもって

行います。

行います。

６．常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境
の的確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な指
導を行います。

管理者

看
護
職
員
の
う
ち
主
と
し
て
計
画
作
成
等
に
従
事
す
る
者

２.主治の医師の指示に基づく訪問看護計画の作成を行うと
ともに、利用者等への説明を行い同意を得ます。

５．利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項につい
て、理解しやすいように指導又は説明を行います。

２. 訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成に関し、必要な

７．サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業

３. 従業員に、法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行

看護職員
（看護師・
准看護師）

１. 主治の医師の指示に基づき適切な指定訪問看護が行われるよう

人員数

書を作成します。

1    介護給付費等の請求事務及び通信連絡事務等を

1名

事務職員

１.指定訪問看護の提供の開始に際し、主治の医師から文書
による指示を受けるとともに、主治の医師に対して訪問看
護計画書及び訪問看護報告書を提出し、主治の医師との密
接な連携を図ります。

８.訪問日、提供した看護内容等を記載した訪問看護報告

職　務　内　容

2名
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　（４）サービス提供時間

※年末年始（ 12 /30  ～  1 /3  は「祝日」の扱いとなります）

Ⅲ　サービスの内容
かかりつけ医の指示書に基づき、次のサービスを提供するものです。
（１）療養上の世話 
     食事（栄養）薬の管理・援助、排泄の管理・援助、清潔の管理・援助（清拭等）、 
      ターミナルケア
（２）診療の補助 褥瘡の処置、カテーテル管理等の医療処置
（３）リハビリテーションに関すること
（４）精神的なケアに関すること
（５）家族支援に関すること 家族への療養上の指導、相談、家族の健康管理

Ⅳ　費用

所要時間

日中（単位数））

日中（８時～１８時）

１割負担

早朝・夜間（単位数）

早朝（６時～８時）

夜間（１８時～２２時）

１割負担

深夜・（単位数）

深夜（２２時～６）

１割負担

１３，６４６円

看護師

４７１単位

４３５円

５，２０４円

５２１円 １，３６５円 １，８７０円

訪問看護

サービス種類

准看護師

看護師

常勤換算職種

（常勤   0 名　）　（非常勤　0名）

（常勤  2 名　）　（非常勤　3名）

備考

介護保険利用者負担利用料金表（１割負担の例）

　　 　0   名

平日（月～金）

休み（緊急時のみ対応）

人員

  　　2.6　名
管理業務を行
うものを含む

２０分未満 ３０分未満

午前8時30 ～ 午後5時30

土・日・祝日

医療を推進し、快適な在宅療養ができるよう努めます。

１時間以上
１時間３０分未満

３０分以上
１時間未満

とで、生活の質を確保し、健康管理及び日常生活活動の維持・回復を図るとともに、在宅
当ステーションでは、個々の状況に応じた療養上の世話・診療の補助等の援助を行うこ

３１４単位

３，４６９円

８２３単位

９，０９４円

９１０円３４７円

５，２０４円

５２１円

６５１円

７８２円

１，１３７円 １，５５８円

１，２３５単位

７，８１２円

１，６９２単位

１，２４７円

４７１単位 １，１２８単位

１，４１０単位

１２，４６４円

３９３単位 ５８９単位

１８，６９６円

１，０２９単位

７０７単位

６，５０８円 １５，５８０円４，３４２円 １１，３７０円
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所要時間

日中（単位数））

日中（８時～１８時）

１割負担

早朝・夜間（単位数）

早朝（６時～８時）

夜間（１８時～２２時）

１割負担

深夜・（単位数）

深夜（２２時～６）

１割負担

所要時間

単位数（要支援）

金額（要支援）

１割負担

早朝・夜間（単位数）

早朝（６時～８時）

夜間（１８時～２２時）

１割負担

深夜・（単位数）

深夜（２２時～６）

１割負担

４，６９６円

４７０円 ７０３円 １，２２９円

准看護師

１，４０３円

１，０９０単位７９４単位

３０分以上
１時間未満

１２，０４４円

１，６８３円

１，１１２単位

３，３４８円 ４，９８３円

１４，０２２円

１６，８２９円

　　　　　　予防訪問看護介護保険利用者負担利用料金表（１割負担の例）

４２５単位

１０１５単位

８，１８８円４，６８５円

１，１２２円

１１，２１５円

１，５２３単位

５８６円 １，０２４円

９２６単位 １，２６９単位

６３６単位

５３０単位

７４１単位

１２，２８７円

３，９１１円

３５４単位

２８３単位

３０分以上
１時間未満

１時間以上
１時間３０分未満

４２４単位

９９３単位

７，４８０円

２０分未満 ３０分未満

８，７７３円

４５５単位 ６７７単位

４９９円 ８７８円

５６４単位

４１９円

１２０５円

１時間以上
１時間３０分未満

７，０２７円

看護師

５０３円

１０，９７２円

３７９単位

３３５円

７４８円

１，１９１単位

５，０２７円

１，６３５単位

１３，１６０円 １８，０６６円

１，８０７円１，３１６円

１５，０６１円

１，５０７円

３，１２７円

４５１単位３０３単位

５，８５６円 １０，２３２円

３９２円

２０分未満

３１３円

３０分未満

６２４円

１，３６３単位

４，１８７円 ６，２３２円

１，０９８円

４６９円 ８１９円
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単位数（要支援）

金額（要支援）

１割負担

早朝・夜間（単位数）

早朝（６時～８時）

夜間（１８時～２２時）

１割負担

深夜・（単位数）

深夜（２２時～６）

１割負担

２０１単位／１回

３１７単位／１回

３００単位／１回

１０，８４０円７，９００円

特別管理加算（Ⅱ）

特別管理加算（Ⅰ） 特別な管理を必要とする方に対して、サー
ビスの実施にあたり計画的な管理を行う
場合

５００単位/１月

２５０単位／１月

基本単価の
２５％／１回

７１５単位

事業所が利用者の同意を得て、２４時間連
絡体制と、必要に応じて緊急訪問を行う体
制にある場合

４４９円

９８１単位

夜間（午後６時～午後１０時）、早朝（午前６
時～午前８時）に訪問看護を行った場合

事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷
地内の建物、もしくは同一の建物に居住す
る利用者、または１月あたり同一の建物に
居住する　　２０人以上の利用者にサービス
を提供した場合

夜間・早朝加算

基本単価の
５０％／１回

加算の種類

５７４単位/１月

単位数

基本単価の１
０％を減算（９０
／　　　１００を算

定）

深夜加算

３７７円

要件

事業所と同一の建物に居住
する利用者に対しての提供減

算

複数名訪問加算（Ⅱ）

看護師等が看護補助者と同時に所要時間
３０分未満の訪問看護を行った場合

看護師等が看護補助者と同時に所要時間
３０分以上の訪問看護を行った場合

長時間訪問看護加算
特別な管理を必要とする利用者に対して１
時間３０分以上の訪問看護を行った場合

緊急時訪問看護加算Ⅱ

４，４８６円

１，４７２単位

８９４単位

深夜（午後１０時～午前６時）に訪問看護を
行った場合

２７３単位

３０２円

３，０１６円

７９０円

９８８円 １３５５円

４，５３０円 ６，７２９円

３４１単位 ５０８単位

４１０単位

１，２２６単位

４０６単位

４５３円 ６７３円 １，１８６円 １，６２７円

１１，８５６円 １６，２６５円

５６２円

准看護師

１，０８４円

６０９単位 １，０７３単位

３，７６８円 ５，６１３円 ９，８７８円 １３，５４７円
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①介護保険に係る利用者負担金（費用全体の１～３割）

②医療保険に係る利用者負担金（費用全体の１～３割）

③運営基準（厚生労働省令）で定められた「その他の費用」（全額、自己負担）

④運営のサービス提供の範囲を超える保険外の費用（全額、自己負担）

※　加算→利用者に応じたサービス提供や事業所の体制に対する費用が加算されます。

※　 緊急時訪問看護加算は、利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して 

初回加算Ⅰ
初回加算Ⅱ

３５０単位／１月
３００単位／１月

新規に訪問看護計画書を作成した利用者
に対して、病院等から退院した日に初回の
訪問看護を行た場合算定可能

退院時共同指導加算

看護・介護職員連携強化加算

　　　を必要に応じて行 う旨を説明し、同意を得た場合に加算します。

　　　働大臣が定める状態にあるものに限る。指定訪問 看護の実施に関する計画的な

６００単位／１月

    　24 時間連絡 体制にあって、かつ、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問

※　訪問看護利用料金　　→　　サービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた

　　　とは次のとおりです。 

※ 　特別管理加算は、指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者(別に厚生労

※ 介護報酬の改定時には変更があります。

３００単位／１月

　　　管理を行った場合に加算します。「別に厚生労働大臣が 定める状態にあるもの」

       差額分 （自己負担分：介護保険負担割合証による）を事業者に支払うものとします。

①前６か月間利用者総数のうち、緊急時訪
問看護加算の割合が５０％を超えること②
前６か月間利用者総数のうち、特別管理加
算の割合が３０％を超えること③前１２か月
間において、ターミナルケア加算の人数が１
名以上であること。①または②の条件を満
たし、③の条件を満たす場合

６００単位／１回

２５０単位／１月

看護体制強化加算（Ⅰ）

看護体制強化加算（Ⅱ）

病院等に入院入所している者が、退院退所
するにあたり、療養上必要な退院時共同指
導を行った場合

訪問介護員等に対し、たんの吸引等に係る
計画書や報告書の作成及び緊急時の対応
について助言を行い、訪問介護員等に同行
し業務の実施状況を確認した場合、又は安
全なサービス提供体制整備や連携体制確
保のための会議に出席した場合

①前６か月間利用者総数のうち、緊急時訪
問看護加算の割合が５０％を超えること②
前６か月間利用者総数のうち、特別管理加
算の割合が３０％を超えること③前１２か月
間において、ターミナルケア加算の人数が５
名以上であること。①②③のすべての条件
を満たす場合
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※サービスの実施に必要な自宅での水道・電気・ガス・電話などの費用は、利用者負担と

　　なります。

利用料の都合により、予定していたサービス利用を中止する場合、キャンセル料が発生

する場合があります。ただし、利用者の急変や急な入院等の場合にはキャンセル料は

請求致しません。

 　　訪問看護を行った場合に加算します。

　　ハンチントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患(進行性核上性麻痺、

　　　と連携し在宅生活における必要な指導を行い、その内容を文書により提供した後に

① 　在宅悪性腫瘍患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けている状態

③ 　人工肛門又は人工膀胱を設置している状態

　　　管理、在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けて

 　　　いる状態

⑤　 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態

　　大脳皮質 基底核変性症及びパーキンソン病

　　又はⅢ度のものに限る)、他系統萎縮症(綿条体黒質変性症、オリー ブ橋小脳萎縮症

※ 　初回加算は新規に訪問看護計画を作成した利用者に対し、訪問看護を提供した

　　　場合に加算します。また初回加算を算定する場合は算定しません。 

　　場合（ターミナルケアを行った後、24 時間以内にご自宅以外で死亡された場合を含む。）

　　に加算します。 その他別に厚生労働大臣が定める状態にあるものとは次のとおりです

　　多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頚髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態 

　　別に厚生労働大臣が定 める状態にあるものは 1 日）以上ターミナルケアを行った場合

　　　場合に加算します。また退院時共同指導料を算定する場合は算定しません。 

④ 　真皮を超える褥瘡の状態 

※ 　退院時共同指導料は入院若しくは入所中の者が退院退所するにあたり、主治医等

　　　係る計画の作成の支援等を行った場合に加算します。

イ 　多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、

　　及びシャイ・ドレーガー症候群)、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライ ソゾーム病、

　　副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性脱髄性態 

　　（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ 3 以上であっ て生活機能障害度がⅡ度

※ 　特別管理加算(Ⅰ)は①に、特別管理加算(Ⅱ)は②～⑤に該当する利用者に対して

②　 在宅自己腹膜かんりゅう指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指

　　の同意を得て、その死亡日及び死亡日前１４日以内に２日（末期の悪性腫瘍その他別に

※ 　ターミナルケア加算は、在宅で死亡された利用者について、利用者又はその家族等

◎　キャンセル料

　　　導管理、在宅中心静、脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、

※ 　看護・介護職員連携強化加算はたん吸引等を行う訪問介護事業所と連携し、利用者に

　　　在宅自己導尿指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導

　　　又は気管カ ニューレ、留置カテーテルを使用している状態
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　Ⅴ請求・支払い

（１）利用料・利用者負担額・その他の費用請求及びお支払い方法について

　利用月の翌月２７日に口座振替（引き落とし）をさせて頂きます。

　ただし、２７日が休業日の場合は休業日の翌営業日に口座振替（引き落とし）となり

　ます。

　※利用料、利用者負担額、その他の費用の支払いについて、正当な理由ががいにも

※介護保険適応外についての利用料等について変更のする場合は書面にて1か月以上前

　 　　に文書で連絡します。

　Ⅵサービス提供にあたって

　ます。また、毎月医療保険証・負担割合証・公費負担証の確認をいたしますのでご

　 　してくださいますようお願いいたします。

　　致しません。

　　　な措置を講じます。

　　　権利擁護等の必要が生じた場合には公的窓口等の第三者機関などと連携し必要

（１）サービスの提供を開始するにあたり、介護保険者証・医療保険者証・負担割合証や

　　関わらず、支払期日から２か月以上遅延し、さらに支払い督促１４日以内に支払い

　　がない場合にはサービス提供の契約解除した上で、未払い分をいただくことがあります。

　　医療費控除の還付請求などの際に必要になることがあります。領収書の再発行は

（３）日常的金銭管理や財産管理の必要が生じた場合、また財産侵害や虐待等に対する

（２）サービス提供する際に付随した日常的金銭管理、財産管理についてはお取り扱い

　①利用料、利用者負担額・その他の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの

　各種公費負担証等サービスに必要なサービスに必要な書類等を確認させていただき

　提示をお願いいたします。負担割合や住所変更など変更がある場合には必ずご提

　　不可となっております。

サービス提供前日までにご連絡があった場合

　③集金の場合

キャンセル料

　ただし、振込手数料はご利用者様負担となります。

　②上記にかかる請求書は利用月の翌月１５日前後にお渡しいたします。

利用料の５０％

利用料の全額請求

キャンセル料不要

　　合計金額により請求致します。

（２）支払いに関して、請求書発行後以下の方法でお支払いをお願い致します。

　請求書発行月の末日までに現金でお支払いください。

サービス提供当日に連絡があった場合

ご連絡がなく訪問した場合

　※お支払い後領収書をお渡ししますので大切に保管されますようおお願いいたします。

　①口座振替

　②銀行振込の場合

　請求書発行月の月末までに、事業者が指定する下記の口座にお振り込みください。

  振り込みの場合、振込先を請求書に同封させていただきます。
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Ⅵ　緊急時の対応

サービス提供にあたり、事故、体調の変化、病状の急変等が生じた場合は、ご家族、

医療機関

連絡先

氏名

連絡先①

連絡先②

Ⅶ　事故発生時の対応

生 じ、被害者側との間に損害賠償問題が発生した場合の補償として下記保険に加入し
ております。

Ⅷ　相談・苦情窓口

サービス提供に関する苦情や相談は下記窓口へ申し立てることができます。

提供した指定訪問看護に係る利用者及び家族から相談及び苦情があった場合には円滑、

適切に速やかに対応いたします。

窓口

電話番号

FAX番号

受付時間

（４）当事業所は虐待防止に関する責任者を選定しています。

代表取締役　　　　山口　訓弘
　　　　　　虐待防止に関する責任者　　　　　

主治
医名

医療機関等

保険会社名

保険名

東京海上日動火災保険

身体障害・財物損壊・人格権侵害・管理受託物
保障の概要

被害者治療費・初期対応費

８時３０分～１７時３０分　　（FAX２４時間受付）

０７９７－２０－７２８６

事業者の窓口
０７９７－２０－７８００

ご利用者に対する事故が発生した場合は、速やかにご家族、担当の介護支援専門員、

市町村等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

緊急
連絡先

賠償問題が発生した場合の補償として下記保険に加入しております。害や財物損壊等が

動上のミスが原因で、第三者の身体障害や財物損壊等が生 じ、被害者側との間に損害

　管理者　　　　　　良川　育余

主治医、救急医療機関、居宅介護支援事業者等に連絡します。

続柄

事業者が所有、使用または管理している各種の施設・設備・用具などの 不備や業務活

芦屋市宮川町１－１８

訪問看護事業者賠償責任保険
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窓口

電話番号

FAX番号

受付時間

窓口

電話番号

FAX番号

受付時間

窓口

電話番号

FAX番号

受付時間

窓口

電話番号

FAX番号

受付時間

Ⅸ　秘密の保持と個人情報の保護について

０７９８－３５－３３１４

利用者及びその家族に関す
る秘密の保持について

① 事業者は、利用者又はその家族の個人情報について
「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定し
た「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱
いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努める
ものとします。
② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」とい
う。）は、サービス提供をする上で知り得た利用者又はその
家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。
③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が
終了した後においても継続します。
④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその
家族の秘密を保持させるため、従業者である期間及び従業
者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨
を、従業者との雇用契約の内容とします。

西宮市介護保険課

公的団体
の窓口

（芦屋市）

公的団体
の窓口

（神戸市）

８時４５分～１７時１５分

芦屋市福祉部高齢介護課介護保険事業係 

０７９７－３８－２０２４

９時～１２時　　１３時～１７時３０分

０７８－３３２－５６１７

公的団体
の窓口

(西宮市）

神戸市保健福祉局高齢福祉部介護保険課保険事業係

０７８－３２２－６３２３

９時～１２時　　１３時～１７時３０分

０７９８－３４－２３７２

０７８－３２２－６０４９

０７８－３３２－５６５０

９時～１２時　　１３時～１７時３０分

０７９７－３８－２０６０

保険者の窓口

兵庫県国民保険団体連合会（介護保険）
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Ⅹ 高齢者虐待防止

（１）通報義務について

　①関係機関に対する義務

　　病院、介護施設、保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体及び医師

   介護施設従業者等・保健師・弁護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある者に

　　対して、高齢者虐待を早期に発見する努力義務が課せられている

・  家庭における擁護者による高齢者虐待を発見した場合は高齢者の生命又は身体に

・　従事者による高齢者虐待の場合

　③　事業所はご利用者の人権の擁護・虐待の防止のため、指針を整備し責任者を

　　設置する必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、虐待防止の啓発

　　普及するための研修を実施する等の措置を講じます

　④虐待防止のための対策を検討する委員会を年１回以上開催し、その結果について

　　従業者に周知徹底を図ります。

　⑤事業所は次の通り虐待防止責任者を定めます　　『責任者　　山口　訓弘　・　良川　育余』

個人情報の保護について

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、
サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用い
ません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め
文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者
の家族の個人情報を用いません。
② 事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報が含
まれる記録物（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）に
ついては、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の
際にも第三者への漏洩を防止するものとします。
③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応
じてその内容を開示することとし、開示の結果、情報の訂
正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を
行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うもの
とします。(開示に際して複写料などが必要な場合は利用者
の負担となります。)

　②市民に対する義務

　　危険が生じている時には市へ通報義務それ以外の場合は市への通報努力義務

　従事者が働いている職場で従事者による虐待を発見した時には市へ通報義務
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（２）身体拘束禁止

　事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を

　保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を

　制限する行為（以下「身体拘束」を行わない。

　①事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

　態様及び時間、その際の 利用者 の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

　その他必要な事項を記録する。

　②事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講ずる。

　・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに

　　その結 果について、従業者に周知徹底を図る。

　・身体拘束等の適正化のための指針を整備する。

　・従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。

（３）芦屋市の相談・通報窓口

１）地域包括支援センター（高齢者生活センター）

２）福祉部高齢介護課高齢福祉係

電話（０７９７）３８－２０４４ FAX （０７９７）３８－２１６０

平日　午前９：００～１７：００

Ⅺ 業務継続計画の策定等

１）感染症および災害等に係る業務継続計画を作成します。

２）感染症および災害等に係る研修を定期的（年 1 回以上）実施します。

３）感染症および災害等が発生した場合、迅速に行動できるよう訓練を実施します。

Ⅻ

（1）ハラスメントについて

 事業所は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職場において行われ

 る性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な

 範囲を超えたものにより訪問介護員等の就業環境が害されることを防止するため

 の方針の明確化等の必要な措置を講じるものとします。

  ハラスメントは、介護サービスの提供を困難にし、関わった訪問介護員の心身に

 悪影響を与えます。下記の様な行為があった場合、状況によっては重要事項説明

 書に基づき介護サービスの提供を停止させて頂く場合があります。

① 性的な話をする、必要もなく手を触る等のセクシャルハラスメント行為

② 特定のスタッフに嫌がらせをする、理不尽なサービスを要求する等の精神的暴力

③ 叩く、つねる、払いのける等の身体的暴力

④ 長時間の電話、スタッフや事業所に対して理不尽な苦情を申し立てる等の、その

    他行為

（２）改定について

　この重要事項説明書を改定する場合、軽微な事項及び法改正に伴う事項について

その他
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　は通知を持って同意を頂いたものとします。但し、変更事項に同意できない場合

　は契約を解約できるものとします。

（２）訪問看護事業の管理者は、暴力団又は、暴力団員でなくなった日から５年経過し

　　ない者であってはならない。又、管理者が暴力団員等であってはならない、事業

　　運営について暴力団等の支配を受け利することないようにしなければならない。
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